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【事業報告】 

事業名称 モデル事業前年度成果物を活用した、家賃債務保証会社等との連携によるパッケ

ージスキームの検討構築事業 

補助事業者 今野不動産株式会社 

連携先 
宮城県、仙台市、みらい法律事務所、仙台市社会福祉協議会、(有)アート企畫

社、ニッポンインシュア(株)、(一社)あんしん・すまい・くらし支援機構、(株)マ
ーケティング・コミュニケーションズ 

対象地域 宮城県仙台市をモデルとする全国 

事業概要 
「モデル契約条項」をより一層実行効果のある仕組みにするため、前年度モデル

事業の成果物を活用し、家賃債務保証会社をはじめとした他団体等との具体的か

つ継続的な連携の検討・構築を行う 

成  果 

・ 居室外死亡時保険を組み込んだ住宅確保要配慮者向け保証制度の設計及び家

賃債務保証会社等との連携パッケージスキームの完成 
・ 前年度成果物を用いた「モデル契約条項」締結試行検証により、今後解決す

べき課題の顕在化 
・ セミナー講演や自治体との連絡会参加により、居住支援法人等への「モデル

契約条項」等の理解促進、啓発 

成果の公表方法 ホームページにて公表予定（URL：https://www.konno net.co.jp/） 

今後の課題 

・ 居室外死亡時の保険商品の実装を開始して間もないため、当該保険を活用し

た家賃債務保証モデルの普及に向けて今後も取り組みを継続していく必要が

ある 
・ 主に高齢者である利用者が「モデル契約条項」を理解しにくく、かつ抵抗感

を持たれやすいことから、委任契約の締結に至らないケースが散見されたた

め、より分かりやすい丁寧な説明を工夫する等、検討検証を継続する必要が

ある 
・ 「モデル契約条項」で規定されている指定残置物について、リスト作成の困

難さや更新性、文章ベースのリスト管理における残置物誤認の可能性などが

指摘されたため改善を検討する 
・ 単身高齢者の入居中の見守りは機器だけに頼らず、その役割を担う地域行政

等との連携構築が必要 
 
１．事業の背景及び目的 

以前より、単身高齢者の住宅確保における課題を認識。解決には、単身高齢者の入居受入れを

促す仕組みである「モデル契約条項」の普及が必要不可欠と考え、昨年度国土交通省のモデル事

業を受け、死後事務委任契約締結スキームの構築・検証等を行い、実務に則しており、広く活用

を促せるようなツールなどの作成を行った。 
今年度は、昨年度の成果物を活用した上で、死後事務委任契約に纏わる複数サービスのパッケ

ージ化により、委任契約が委任者である単身高齢者・受任者である居住支援法人等の双方にとっ

て利用しやすい仕組みとなり、単身高齢者の民間賃貸住宅入居受入れが促進されることを目的と

する。 
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２．事業の内容 
（１）事業の概要 

① 高齢者受入れ実績のある支援センターや NPO 法人等へ高齢者の受入れ実態についてヒア

リング・意見交換 
② ヒアリングを基に、「モデル契約条項」利用時における、保険商品を活用した住宅確保要

配慮者向け保証制度の設計・各社連携スキームの構築 
③ ヒアリングを基に、「モデル契約条項」利用時における自社使用書類等の見直し・改訂、

課題の抽出・取りまとめ 
④ 「モデル契約条項」の解説セミナーに講師として参加し、昨年度成果物を紹介しながら住

宅確保要配慮者の受入れ実態を紹介 
 
（２）事業の手順 

【役割分担表】 
取組内容 具体的な内容 主担当（組織名） 

① 高齢者の入居受入れ実

態についてヒアリン

グ・意見交換 

地域包括支援センターや NPO 法

人等に対し、高齢者への入居支

援の実態をヒアリング。 
 

仙台市、今野不動産

(株)、みらい法律事務

所、 ( 有 ) アート企畫

社、(株)ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ･ｺﾐｭﾆ
ｹｰｼｮﾝｽﾞ 

② 保険商品を活用した住

宅確保要配慮者向け保

証制度の設計・各社連

携スキームの構築 

前年度成果物である単身高齢者

向け孤独死保険をベースに、家

賃債務保証、見守りサービスを

組み合わせたパッケージ商品を

企画・開発。 

ニッポンインシュア

(株)、(有)アート企畫社 

 上記保証制度を全国各社で利用

できるよう、各社が連携する場

合のスキームを整理、構築。 

今野不動産(株)、(一社)
あんしん・すまい・く

らし支援機構、ニッポ

ンインシュア(株)、(有)
アート企畫社、(株)ﾏｰｹ
ﾃｨﾝｸﾞ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 

③ 自社使用書類等の見直

し・改訂、課題の抽

出・取りまとめ 

入居希望者である単身高齢者に

対し、前年度成果物を用いて

「モデル契約条項」の契約を試

行し、前年度成果物の実用性を

検証。さらに使いやすいように

見直し・ブラッシュアップ。 

今野不動産(株)、(一社)
あんしん・すまい・く

らし支援機構、みらい

法律事務所、(株)ﾏｰｹﾃｨ
ﾝｸﾞ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 

 前年度成果物を用いて単身高齢

者の受入れを進める中で顕在化

した課題についてまとめ、問題

提起。 

今野不動産(株)、(一社)
あんしん・すまい・く

らし支援機構、 (株)ﾏｰ
ｹﾃｨﾝｸﾞ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝｽﾞ 

④ 「モデル契約条項」 
解説セミナー参加に 
よる受入れ実態の紹介 

セミナーでの講演。「モデル契

約条項」等の理解促進、啓発を

行うとともに、顕在化した課題

について問題提起を行った。 

仙台市、今野不動産

(株) 
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【進捗状況表】 

 
 
（３）事業の詳細 
 

① 高齢者受入れ実績のある支援センターや NPO 法人等へ高齢者の受入れ実態についてヒア

リング・意見交換 
 宮城県内の社会福祉協議会や地域包括支援センターをはじめ、熊本県内の賃貸住宅経営

者協会、単身高齢者の受入れ実績のあるNPO団体にヒアリングや意見交換を行う。また、

うち数回は、見守りサービス付き高齢者向け家賃債務保証商品を提供する家賃債務保証会

社等や不動産会社も同席するものとした。 
 

② ヒアリングを基に、「モデル契約条項」利用時における、保険商品を活用した住宅確保要

配慮者向け保証制度の設計・各社連携スキームの構築 
 保険商品を活用した住宅確保要配慮者向け保証制度を、地域や会社を限定せず全国的に

利用を広げるため、各社の連携が容易になるよう調整・構築。 
 

③ ヒアリングを基に、「モデル契約条項」利用時における自社使用書類等の見直し・改訂、

課題の抽出・取りまとめ 
 前年度成果物を用いて「モデル契約条項」の契約を試行し、前年度成果物の実用性を検

証。入居希望受付時用のヒアリングシート、指定残置物リストをより使いやすいように見

直し・ブラッシュアップ。 
 また、単身高齢者の受入れを行った成果と課題を取りまとめる。 
 

④ 「モデル契約条項」の解説セミナーに講師として参加し、昨年度成果物を紹介しながら住

宅確保要配慮者の受入れ実態を紹介 
 次の日程にて、「モデル契約条項」解説セミナーに講師として参加。また、セミナー以

外にも地方自治体との連絡会に参加し、入居支援の実態などについてヒアリング、意見交

換を行った。 
 
  

8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

①
高齢者の入居受入れ実態についてヒアリン
グ・意見交換

②
保険商品を活用した住宅確保要配慮者向け保
証制度の設計・各社連携スキームの構築

③
自社使用書類等の見直し・改訂、課題の抽
出・取りまとめ

④
「モデル契約条項」解説セミナー参加による
受入れ実態の紹介

令和５年 令和６年
具体的な取組内容
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⑤  ▼セミナー・講演・会合等日程 
日時 実施内容・テーマなど 

2023 年 8 月 21 日（月） 宮城県居住支援協議会「仙台市をモデルにした居住支援に関するワーキン

グ」に出席 
2023 年 10 月 24 日（火） 日管協青森県支部オーナーセミナー「入居者の高齢化が加速！賃貸住宅貸

主と管理業者の対応と対処」オーナーとの意見交換や個別相談 
2023 年 10 月 25 日（水） 全居協 2023 年度 居住支援研修会「居住支援と関連した死後事務・残置

物対応の展開と課題 ～居住支援法人と行政、関係団体がともに学ぶ基礎

と最新事例～」に講師として参加 
2023 年 11 月 30 日（木） (株)リクルート主催「100mo!イベント」に一般参加 
2023 年 12 月 14 日（水）、 
2024 年 1 月 25 日（水）、 
2 月 1 日（木）の全 3 回 

(株)社会空間研究所主催「残置物の処理等に関するモデル契約条項の解説

セミナー ～賃貸住宅の残置物処理問題に関するセミナー～」に講師とし

て参加 
※アンケートを提供いただき、意見などを検証、トークやフローを検討 

2024 年 1 月 12 日（金） 宮城県居住支援法人連絡会に出席 
2024 年 1 月 18 日（木） 法務省保護司会連合会に出席 
2024 年 1 月 29 日（月） NPO 法人ワンファミリー仙台理事長と意見交換 
2024 年 2 月 5 日（月） (株)リクルートと賃貸住宅の居住支援について意見交換 

※3 月 22 日（金）には、リクルート社員向けに、高齢者受入れの状況につ

いて講演予定 
2024 年 2 月 26 日（月） 仙台市住宅政策課担当者とヒアリング・意見交換 
2024 年 3 月 26 日（火） (株) 三好不動産と居住支援に関する経過ヒアリング 

 
（４）成果 

① 高齢者受入れ実績のある支援センターや NPO 法人等へ高齢者の受入れ実態についてヒア

リング・意見交換 
 それぞれのヒアリング時の主な議題は以下の通り。 
 
 ▼ヒアリング実施日程・主な議題 

日時 団体 主な議題 
2023 年 11 月 17 日 (一社)あんしん・すまい・くらし支

援機構 
単身高齢者の委任契約締結の実態について

（前年度成果物を利用しての締結試行結果） 
2023 年 11 月 17 日 (一社)熊本県賃貸住宅経営者協会 

※ニッポンインシュア(株)も同席 
実際に「モデル契約条項」を利用する場合の

フローや実務課題の整理、残置物リストの作

成・更新手段について 
2024 年 1 月 10 日 国見地域包括支援センター 地域の民生委員等との連携について 
2024 年 1 月 11 日 介護賃貸住宅 NPO センター 

※ニッポンインシュア(株) 、(株)三
好不動産も同席 

単身高齢者（特に生活保護受給者などの低所

得者）への入居支援や本人との関わり方、委

任契約締結の実態について 
2024 年 1 月 29 日 NPO 法人ワンファミリー仙台 保険商品や連携スキーム等の活用可否など、

意見交換 
2024 年 2 月 5 日 (株)リクルート 保険商品や連携スキーム等の活用可否など、

意見交換 
2024 年 2 月 26 日 仙台市住宅政策課 保険商品や連携スキーム等の活用可否など、

意見交換 
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② ヒアリングを基に、「モデル契約条項」利用時における、保険商品を活用した住宅確保要

配慮者向け保証制度の設計・各社連携スキームの構築 
 
【前年度成果物を活用した、パッケージ型家賃債務保証モデルの企画・構築】 
 家賃債務保証会社が、家賃債務保証・保険・見守りサービスがセットとなった新保険を

活用したパッケージ型保証商品を取り扱う。 
 新保険では、相続人不在時の入居者が居室外で死亡した際に発生する費用も補償。居室

内での死亡リスクに備える孤独死保険も併せて利用することで、居室内外のいずれにおい

ても、入居者の死亡後事務手続きに関する費用が担保されることとなる。また、今回新た

に相続人の捜索に関わる費用も補償範囲に加わった。 
 
▼上記保証モデルを活用した実際の保証商品

のリーフレット（ニッポンインシュア社商品

「居室外死亡保証サービス」） 

▼新保証制度に関する取材記事「入居者死亡

時の新保証制度 要配慮者の受け入れ拡大狙

う」（全国賃貸住宅新聞 2024年 2月 12日） 

 
※具体的な保証範囲などはマスキング済 
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▼入居者居室外死亡時における保険を活用した新保証制度ニュースリリース（有限会社アート

企畫社発表） 
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【上記家賃債務保証モデルの全国展開用各社連携スキームを整理・構築】 
 高齢者の入居受け入れにあ

たり、委任契約、家賃債務保

証、孤独死保険、見守りサー

ビスの利用を前提とした連携

スキームであり、各サービス

について、各社が任意の企

業・団体に組み替えても、連

携が可能。なお、委任契約に

ついては、居住支援法人が受

任者となる想定である。 
 メリットは次の 2 点。各サ

ービスの契約手続きを家賃債

務保証会社がまとめて請け負

うパッケージ型保証商品のため、入居者の一存による解約が無くなり、入居受入れの前提

不成立を防止できる点と、家賃債務保証会社が一括で申込を行うため、賃借人・不動産会

社の手続きが簡素される点。 
なお、自社が「モデル契約条項」を活用した高齢者受入れに取組む課題全般にわたる先

進地であるとして、2023 年 11 月、熊本市居住支援協議会より保険商品開発に向けたヒア

リング調査を受けた。ヒアリング時には、パッケージ型であることのメリットや利用実績、

自社スタッフの評価、保証料設定の背景、費用回収のタイミングなどを説明した。 
 

③ ヒアリングを基に、「モデル契約条項」利用時における自社使用書類等の見直し・改訂、

課題の抽出・取りまとめ 
 
【入居希望受付時用のヒアリングシート改訂】 
 地域での共助を目的とし、入居希望者の利用事

業所や医療・介護状況等を確認できる欄を追加し

た（個人情報保護法との兼ね合いについては検証

中）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  自署

続柄

続柄

続柄

氏名 電話 備考

健康保険証

友人・ご近所さん

友人・ご近所さん

担当民生委員

福祉委員

ご関係

住所 電話番号

住所 電話番号

氏名

住所 電話番号

氏名

氏名

ケアマネジャー

血液型
   RH（ ＋ ・ － ）

生年月日
（ 明 ・ 大 ・ 昭 ・ 平 ・ 令 ）

     年   月   日

（     ）型

電話番号

障害者手帳

かかりつけの

医療機関
病名

服薬

受診科

病院名

生活保護受給 受給中 ・ 受給なし （  受給予定あり ・ 受給予定なし  ）

医療・介護状況

介護度

１DK ・ ２DK ・ ３DK ・ 4DK以上 駐車場有無

機関区分 電話番号事業所名

地域包括支援センター

担当者

配慮すべき事項

あり ・ なし

家賃（トータル費用）

利用サービス

入居希望

緊急連絡先

あり      ・      なし

     円（     円） 希望転居時期    年   月   日

あり      ・      なし

連帯保証人

あり      ・      なし

地域 第一希望 第二希望

連絡のとれる

兄弟姉妹や

親族の有無

保証人等情報

間取り

担当者

利用事業所

要介護（ １ ・ ２ ・ ３ ・ ４ ・ ５ ） ・ 要支援（ １ ・ ２ ） ・ 該当なし

障害者相談支援事業所

 身体 ・ 療育 ・ 精神 ・ 他（                   ）

  社会保険 ・ 共済組合 ・ 国民健康保険 ・ 後期高齢者 ・

  その他（                                      ）

※上記情報は要配慮個人情報として取得します。また、この情報はご入居者の安全安心のために、行政部署、地域包括支援センター、

 社会福祉協議会限定で、提供することに同意しました。

入居希望者 ヒアリングシート

起票年月日 担当者

入居希望者情報

  年  月  日 

電話番号

年齢 性別 男・女

現住所

氏名

地域でのお知り合い

連絡先

受給理由

行政部署
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【指定残置物リストの改訂】 
 文字と画像の両面から品物を識別しやすくする

ため、指定残置物にしたい品物の写真を添付する

欄を追加。 
 また、リストを作成する入居者の心理に配慮

し、リストの名称を「将来寄贈品リスト」とし

た。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
【前年度成果物を用いて単身高齢者の受入れを進める中で顕在化した課題まとめ】 
 今年度、実際に入居受入れを進めた結果と課題をまとめた資料を作成。 

 
 

④ 「モデル契約条項」の解説セミナーに講師として参加し、昨年度成果物を紹介しながら住

宅確保要配慮者の受入れ実態を紹介 
 「残置物の処理等に関するモデル契約条項の解説セミナー」に講師として登壇したとこ

ろ、各所から講演依頼が相次ぎ、高齢者をはじめとする住宅確保要配慮者への住宅支援の

機運が高まっていることを実感。 
 

枚

※足りない場合はコピーしてください。

例

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

1 2 3 4

5 6 7 8

9 10 11 12

※他人からの借用物は無いことを確認しました。（今後も借用しないこととします。）

氏名

枚／

印

 品物写真 ※上のリスト番号と対応させて画像を添付してください。

将来寄贈品リスト

男・女

起票年月日   年  月  日  確認者

入居者情報

氏名 歳 性別年齢

備考

現住所 号室 電話番号

新住所等 号室 電話番号

品物 新居所在場所 所有者 住所・電話送付先氏名

電子レンジ（シャープ製） 台所 委任者 ○○市○○○○太郎

上記に記載した品物以外は、廃棄することに同意しました。

寄贈するものはありません。全て廃棄することに同意しました。
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３．評価と課題  
（１）評価 

① 高齢者受入れ実績のある支援センターや NPO 法人等へ高齢者の受入れ実態についてヒア

リング・意見交換 
 宮城県や仙台市と協同で本業務を行ったため、今後、単身高齢者を自社で受け入れる際

に行政との連携がより取りやすくなった。また、福岡県や熊本県の居住支援法人との繋が

りが持てたことで、地域を超えた連携が可能となった。 
 

② ヒアリングを基に、「モデル契約条項」利用時における、保険商品を活用した住宅確保要

配慮者向け保証制度の設計・各社連携スキームの構築 
 新保証制度を 2024 年 2 月 1 日にリリース。そちらを活用した保証商品も同年 3 月 1 日

から契約受付が開始となった。保険は居室外での死亡も補償範囲となっている点が画期的

で、より有用なものとなっているため、すでに複数社の家賃債務保証から問い合わせが入

っており、ニーズや関心の高さがわかる。 
 

③ ヒアリングを基に、「モデル契約条項」利用時における自社使用書類等の見直し・改訂、

課題の抽出・取りまとめ 
 残置物リストを改訂したものの、まだ「モデル契約条項」の利用には至っていない。今

後に向けて委任契約に関するガイドラインを作成、条文よりも簡素化を図ることで、より

理解しやすいものにしていく取組が必要である。 
 

④ 「モデル契約条項」の解説セミナーに講師として参加し、昨年度成果物を紹介しながら住

宅確保要配慮者の受入れ実態を紹介 
 セミナー講演を行うことで、不動産関連サービスの企業からもセミナー講演の依頼があ

り、他業種との協業が進んでいる。「モデル契約条項」普及のため、来年度以降もセミナ

ー講演を行っていく予定。 
 
（２）今後の課題 

・現状、「モデル契約条項」を利用せずとも単身高齢者の入居受入れが実現しているが、今

後を考慮すると、入居希望者への「モデル契約条項」は必須と考えており、説明課題解決

が重要となってくる。 
・現入居者の長期入居に伴い入居者が高齢化し、賃貸借契約締結当時の連帯保証人や緊急連

絡先の情報が更新されないまま、連帯保証人や緊急連絡先と連絡が取れなくなっているケ

ースがある。そのため、既存の高齢入居者もモデル契約の利用対象者とすることが望まし

く、既存入居者へのスキームも検討の余地がある。 
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４．今後の展開 
・前年度の課題であった保険料の低廉化は解決に至ったが、真に必要とされる保険商品を研

究・再設計するため、引き続き保険会社と協業。 
・前年度・今年度の取組から、住宅確保要配慮者の入居を受入れる際（入居時）と亡くなっ

た場合（契約解除時）の仕組みはほぼ完成した。しかし、住宅確保要配慮者については、

入居中の生活見守りもまた重要であり、地域行政との連携・共助が欠かせないことが顕在

化した。そのため、今後は地域包括センターや CSW など、地域行政との連携構築に重点を

置いた取り組みを検討している。 
・「モデル契約条項」利用時には居住支援法人や不動産管理会社（以下「居住支援法人等」）

が委任契約の受任者となることを想定しているため、業務が多く発生することとなる。し

かし、実際には全ての居住支援法人等が委任契約の受任者となる能力（人手、資金、設備）

を十分備えているとは言えないため、自ずと能力を備えた居住支援法人等に依頼が集中す

ることになる。その居住支援法人等において対応可能件数を超えたために入居受入れがで

きないというケースも発生し得るため、委任契約並びに住宅確保要配慮者への入居支援に

十分対応できる居住支援法人を全国的に拡大していくことも、今後の喫緊の課題である。

それには、業界団体等による「モデル契約条項」やその対応方法などの周知、啓発活動が

不可欠であるため、今後、業界団体等へのアプローチを行うことを検討している。並行し

て、自社でもセミナー講演を継続し、理解促進・啓発活動を行う予定である。 
 
【補助事業者の概要及び担当者名等】 

団体設立年月日 昭和 40 年 10 月 6 日 

代表者名 今野不動産株式会社 代表取締役 今野 幸輝 

担当者名 今野不動産株式会社 経営戦略室 室長 本田 勝祥 

連絡先 
住所 〒980-0804 宮城県仙台市青葉区大町 2-8-25 

電話 022-224-1675（メッセージ 5 番） 

ホームページ https://www.konno-net.co.jp/ 

 


